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麻布大学大学院学則 
 

（制定 昭和35年 4 月 1 日） 

 

   第１章  総  則 

 

（目 的） 

第  1 条 麻布大学大学院（以下「本大学院」とい

う。）は，麻布大学（以下「本学」という。）の建学

の精神に則り，本学学部における教育の基礎の上に，

学術の理論及び応用を教授研究し，その深奥をきわ

め，高い技術力及び研究遂行能力を養い，また，高

度の専門性が求められる職業を担うための深い学識

及び卓越した能力を培い，文化の進展に寄与するこ

とを目的とする。 

（研究科，専攻及び課程） 

第 2 条 大学院に，次の研究科を置き，研究科に次の

専攻及び課程を置く。 

 

 

 

 

 

 

 

 2  前項に定める研究科，専攻及び課程における教育

研究上の目的については，各研究科規則において別

に定める。 

 3  獣医学研究科動物応用科学専攻及び環境保健学研

究科環境保健科学専攻の博士課程は前期 2 年(これを

博士前期課程という。），後期 3 年（これを博士後期

課程という。）の課程に区分し，前期 2 年の課程はこ

れを修士課程として取り扱うものとする。 

（課程の目的） 

第 3 条 博士前期課程は，広い視野に立って精深な学

識を授け，専門分野における研究力又は高度の専門

性を要する職業等に必要な高度の能力を養うことを

目的とする。 

 2  博士後期課程及び博士課程は，専門分野について，

研究者として自立して研究活動を行い，又はその他の

高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能

力及びその基礎となる豊かな学識を養うことを目的と

する。 

（修業年限及び在学年限） 

第 4 条 動物応用科学専攻博士前期課程及び環境保健

科学専攻博士前期課程の修業年限は 2 年とし，在学

年限は 4 年とする。 

 2  動物応用科学専攻及び環境保健科学専攻博士後期

課程の標準修業年限は 3 年とし，在学年限は 6 年と

する。 

 3  獣医学専攻博士課程の標準修業年限は  4 年とし，

在学年限は 8 年とする。 

（長期履修学生） 

第 4 条の 2  前条第 2 項及び第 3 項の規定にかかわら

ず，当該課程の標準修業年限を超えて一定の期間に

わたり計画的に教育課程を履修し修了することを希

望する学生（以下「長期履修学生」という。）がそ

の旨を申し出たときは，計画的な履修を認めること

ができる。 

 2  前項の長期履修学生に関する必要な事項は，別に

定める。 

（収容定員） 

第 5 条 収容定員は次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   第２章 授業科目，単位及び履修方法等 

（授業科目，単位等） 

第 6 条 授業科目及び単位等は，獣医学研究科規則又

は環境保健学研究科規則（以下「各研究科規則」と

いう。）で定める。 

 2  単位に関する計算方法は，麻布大学（以下「本

学」という。）学則を準用する。 

（教育内容等の改善のための組織的な研修等） 

第 6 条の 2  本大学院は，本大学院の授業及び研究指

導の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修

及び研究を実施するものとする。 

（研修の機会等） 

第 6 条の 3  本大学院は，当該大学院の教育研究活動

等の適切かつ効果的な運営を図るため，その職員に

必要な知識及び技能を習得させ，並びにその能力及

び資質を向上させるための研修（第 6 条の 2 に規定

する研修に該当するものを除く。）の機会を設ける

ことその他必要な取組を行うものとする。 

 2  前項の取組方法等については別に定める。 

（履修方法） 

研究科 専攻 課程 

獣 医 学 研 究 科 
獣医学専攻 博士課程 

動物応用科学専攻 博士(前期・後期)

環境保健学研究科 環境保健科学専攻 博士(前期・後期)

研究科名 専攻名

博士前期課程 

博士後期課程

及び博士課程
 

入学

定員

収容 

定員 
入学 

定員 
収容

定員

収容定員

合計 

獣 医 学

研 究 科

獣医学専攻   10 40  40 

動物応用

科学専攻
20 40   4 12  52 

計 20 40 14 52  92 

環境保健学

研 究 科

環境保健

科学専攻
 7 14   2   6  20 

計  7 14   2   6  20 

合   計 27 54 16 58 112 
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第 7 条 博士前期課程においては，それぞれの専攻の

授業科目について，30単位以上修得しなければな

らない。 

 2  博士後期課程においては，それぞれの専攻の授業科

目について，12単位以上修得しなければならない。 

 3  獣医学専攻博士課程においては，授業科目につい

て，30単位以上修得しなければならない。 

 4  前 3 項に定められた単位を修得し，学位論文の作

成等に対する指導（以下「研究指導」という。）を受

けた上，学位論文の審査及び最終試験を受けなけれ

ばならない。 

 5  前 4 項の履修方法については，各研究科規則にお

いて別に定める。 

（他の研究科における授業科目の履修等） 

第 7 条の 2  教育上有益と認めるときは，他の研究科

の授業科目を履修させることができる。 

2 前項の規定により，修得した単位は研究科教授会

の意見を聴いて，学長が修了の要件となる単位とし

て認めることができる。 

（他の大学院における授業科目の履修等） 

第 7 条の 3  教育上有益と認めるときは，他の大学院

との協議に基づき，学生に当該大学院の授業科目を

履修させることができる。 

 2  前項の規定により，修得した単位は研究科教授会

の意見を聴いて，10単位を限度として，学長が修

了の要件となる単位として認めることができる。 

（教育方法の特例） 

第 7 条の 4  本大学院において教育上特別の必要があ

ると認める場合には，各研究科規則の定めるところ

により，通例と異なる特定の時間又は時期において

授業又は研究指導を行う等の適当な方法により教育

を行うことができる。 

（単位の認定） 

第 8 条 履修授業科目の単位修得の認定は，試験の上

行う。 

第 9 条 履修した授業科目の成績は，優，良，可，不

可の評語で表し，優，良，可を合格，不可を不合格

とする。 

（教職課程） 

第 9 条の 2  本大学院に教育教員免許法に基づく，教

員の免許状授与の所要資格を取得するための課程

（以下「教職課程」という。）を置く。 

 2  中学校教諭一種免許状及び高等学校教諭一種免許

状の所要資格を有する者で，該当する免許教科の専

修免許状の所要資格を取得しようとする者は，第 7 
条に定める修了のための所要単位のほか，教育職員

免許法及び同法施行規則に定める所定の単位を修得

しなければならない。 

 3  本大学院において免許状授与の所要資格を取得す

ることができる教育職員免許状及び免許教科の種類

は次のとおりとする。      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 4  教職課程に関する規程は別に定める。 

 

 

   
第３章 課程修了の要件 

（課程修了の要件） 

第10条 博士前期課程修了の要件は，当該課程に 2 年
以上在学して所定の単位を修得し，かつ必要な研究

指導を受けた上，修士論文の審査及び最終試験に合

格することとする。ただし，優れた業績を上げた者

については，当該課程に 1 年以上在学すれば足りる

ものとする。 

 2  前期後期を通しての博士課程に 5 年以上在学し，

前期課程，後期課程，それぞれの所定の単位を修得

し，かつ必要な研究指導を受けた上，博士論文の審

査及び最終試験に合格することとする。ただし，優

れた業績を上げた者については，当該課程に 3 年以

上在学すれば足りるものとする。 

 3  博士前期課程修了者が博士後期課程に入学した場

合は，3 年以上在学し，所定の単位を修得し，かつ

必要な研究指導を受けた上，博士論文の審査及び最

終試験に合格することとする。ただし，優れた研究

業績を上げた者については，当該課程に 1 年以上在

学すれば足りるものとする。 

 4  獣医学専攻の博士課程に 4 年以上在学して所定の

単位を修得し，かつ必要な研究指導を受けた上，博

士論文の審査及び最終試験に合格することとする。

ただし，優れた研究業績をあげた者については，当

該課程に 3 年以上在学すれば足りるものとする。 

 

   
第４章 学  位 

（学 位） 

第11条 獣医学研究科動物応用科学専攻の博士前期課

程（第 2 条第 2 項の規定によりこれを修士課程とし

て取扱う。）を修了した者には，修士（動物応用科

学）の学位を授与する。 

 2  環境保健学研究科環境保健科学専攻の博士前期課

程（第 2 条第 2 項の規定によりこれを修士課程とし

て取扱う。）を修了した者には，修士（環境保健科

学）の学位を授与する。 

 3  獣医学研究科動物応用科学専攻及び環境保健学研

免許状の種類 

中学校教諭 

専修免許状 

高等学校教諭

専修免許状 

研究科・専攻 免許教科 免許教科 

獣 医 学 研 究 科
獣 医 学 専 攻 理  科 理  科 

動物応用科学専攻 理  科 理  科 

環境保健学研究科 環境保健科学専攻 理  科 理  科 
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究科環境保健科学専攻の博士後期課程を修了した者

には，博士（学術）の学位を授与する。 

 4  獣医学研究科獣医学専攻の博士課程を修了した者

には，博士（獣医学）の学位を授与する。 

 5  学位に関する規則は別に定める。 

 

   
第５章 入学及び転入学 

（入学時期） 

第12条 学生の入学時期は，学期の始めとする。 

（入学資格） 

第13条 博士前期課程に入学することのできる者は，

次の各号のいずれかに該当する者とする。 

 (1) 大学を卒業した者 

 (2) 学校教育法第104条第 4 項各号の規定により学

士の学位を授与された者 

 (3) 外国において，学校教育における16年の課程を

修了した者 

 (4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を

我が国において履修することにより当該外国の学

校教育における16年の課程を修了した者 

 (5) 我が国において，外国の大学の課程（その修了

者が当該外国の学校教育における16年の課程を修

了したとされるものに限る。）を有するものとし

て当該外国の学校教育制度において位置付けられ

た教育施設であって，文部科学大臣が別に指定す

るものの当該課程を修了した者（平成17年 2 月14

日文部科学省告示第 9 号） 

 (6) 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究

活動等の総合的な状況について，当該外国の政府

又は関係機関の認証を受けた者による評価を受け

たもの又はこれに準ずるものとして文部科学大臣

が別に指定するものに限る。）において，修業年

限が 3 年以上である課程を修了すること（当該外

国の学校が行う通信教育における授業科目を我が

国において履修することにより当該課程を修了す

ること及び当該外国の学校教育制度において位置

付けられた教育施設であって文部科学大臣の指定

を受けたものにおいて課程を修了することを含

む。）により，学士の学位に相当する学位を授与

された者 

 (7) 専修学校の専門課程（修業年限が 4 年以上であ

ることその他の文部科学大臣が定める基準を満た

すものに限る。）で文部科学大臣が別に指定する

ものを文部科学大臣が定める日以後に修了した者

（平成17年 9 月 9 日文部科学省告示第138号） 

 (8) 文部科学大臣の指定した者（昭和28年 2 月 7 日
文部省告示第 5 号） 

 (9) 学校教育法第102条第 2 項の規定により大学院

に入学した者であって，当該者をその後に入学さ

せる本大学院において，大学院における教育を受

けるにふさわしい学力があると認めたもの 

 (10) 本大学院において，個別の入学資格審査により，

大学を卒業した者と同等以上の学力があると認め

た者で，22歳に達したもの 

 (11) 大学に 3 年以上在学した者であって，本大学院

を置く本学の定める単位を優秀な成績で修得した

と認めたもの 

 (12) 外国において，学校教育における15年の課程を

修了した者であって，本大学院を置く本学の定め

る単位を優秀な成績で修得したと認めたもの 

 (13) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を

我が国において履修することにより当該外国の学

校教育における15年の課程を修了した者であって，

本大学院を置く本学の定める単位を優秀な成績で

修得したと認めたもの 

 (14) 我が国において，外国の大学の課程（その修了

者が当該外国の学校教育における15年の課程を修

了したとされるものに限る。）を有するものとし

て当該外国の学校教育制度において位置付けられ

た教育施設であって，文部科学大臣が別に指定す

るものの当該課程を修了した者であって，本大学

院を置く本学の定める単位を優秀な成績で修得し

たと認めたもの（平成17年 2 月14日文部科学省告

示第 9 号） 

 2  博士後期課程に入学することのできる者は，次の

各号のいずれかに該当する者とする。 

 (1) 修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授

与された者 

 (2) 外国において修士の学位又は専門職学位に相当

する学位を授与された者 

 (3) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を

我が国において履修し，修士の学位又は専門職学

位に相当する学位を授与された者 

 (4) 我が国において，外国の大学院の課程を有する

ものとして当該外国の学校教育制度において位置

付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別

に指定するものの当該課程を修了し，修士の学位

又は専門職学位に相当する学位を授与された者

（平成17年 2 月14日文部科学省告示第 9 号） 

 (5) 国際連合大学本部に関する国際連合と日本国と

の間の協定の実施に伴う特別措置法（昭和51年法

律第72号）第 1 条第 2 項に規定する1972年12月11

日の国際連合総会決議に基づき設立された国際連

合大学の課程を修了し，修士の学位に相当する学

位を授与された者 

 (6) 文部科学大臣の指定した者（平成元年 9 月 1 日
文部省告示第118号） 

 (7) 本大学院において，個別の入学資格審査により，

修士の学位又は専門職学位を有する者と同等以上

の学力があると認めた者で，24歳に達したもの 
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 3  獣医学専攻の博士課程に入学することのできる者

は，次の各号のいずれかに該当する者とする。 

 (1) 大学における修業年限6年の獣医学を履修する

課程を卒業した者 

 (2) 大学における医学，歯学又は薬学を履修する課

程（ただし，薬学を履修する課程にあっては，修

業年限が 6 年であるものに限る。以下同じ。）を卒

業した者 

 (3) 外国において学校教育における18年の課程を修

了し，その最終の課程が獣医学，医学，歯学又は

薬学であった者 

 (4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を

我が国において履修することにより当該外国の学

校教育における18年の課程を修了し，その最終の

課程が獣医学，医学，歯学又は薬学であった者 

 (5) 我が国において，外国の大学の課程（その修了

者が当該外国の学校教育における18年の課程を修

了したとされるものに限る。）を有するものとし

て当該外国の学校教育制度において位置付けられ

た教育施設であって，文部科学大臣が別に指定す

るものの当該課程を修了し，その最終の課程が獣

医学，医学，歯学又は薬学であった者（平成17年  
 2 月14日文部科学省告示第 9 号）  

 (6) 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究

活動等の総合的な状況について，当該外国の政府

又は関係機関の認証を受けた者による評価を受け

たもの又はこれに準ずるものとして文部科学大臣

が別に指定するものに限る。）において，獣医学

を履修する課程，医学を履修する課程，歯学を履

修する課程又は薬学を履修する課程の修業年限が 
5 年以上である課程を修了すること（当該外国の

学校が行う通信教育における授業科目を我が国に

おいて履修することにより当該課程を修了するこ

と及び当該外国の学校教育制度において位置付け

られた教育施設であって文部科学大臣の指定を受

けたものにおいて課程を修了することを含む。）

により，学士の学位に相当する学位を授与された

者 

 (7) 文部科学大臣の指定した者（昭和30年 4 月 8 日
文部省告示第39号) 

 (8) 大学における獣医学，医学，歯学又は薬学を履

修する課程に在学し，学校教育法第102条第 2 項
の規定により大学院に入学した者であって，当該

者をその後に入学させる本大学院において，大学

院における教育を受けるにふさわしい学力がある

と認めたもの  

 (9) 本大学院において，個別の入学資格審査により，

大学における獣医学，医学，歯学又は薬学の課程

を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者

で，24歳に達したもの  

 (10) 大学における獣医学，医学，歯学又は薬学を履

修する課程に 4 年以上在学した者であって，本大

学院を置く本学の定める単位を優秀な成績で修得

したと認めたもの 

 (11) 外国において，学校教育における16年の課程を

修了し，その最終の課程が獣医学，医学，歯学又

は薬学であった者で，本大学院を置く本学の定め

る単位を優秀な成績で修得したと認めたもの 

 (12) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を

我が国において履修することにより当該外国の学

校教育における16年の課程を修了し，その最終の

課程が獣医学，医学，歯学又は薬学であった者

で，本大学院を置く本学の定める単位を優秀な成

績で修得したと認めたもの 

 (13) 我が国において，外国の大学の課程（その修了

者が当該外国の学校教育における16年の課程を修

了したとされるものに限る。）を有するものとし

て当該外国の学校教育制度において位置付けられ

た教育施設であって，文部科学大臣が別に指定す

るものの当該課程を修了し，その最終の課程が獣

医学，医学，歯学又は薬学であった者であって，

本大学院を置く本学の定める単位を優秀な成績で

修得したと認めたもの（平成17年 2 月14日文部科

学省告示第 9 号） 

（転入学） 

第13条の 2  本大学院に転入学ができる者は，他大学

大学院に在籍中あるいは在籍したことのある者とす

る。 

（入学志願手続き） 

第14条 入学志願者は，所定の期日までに別に定め

る入学願書及び必要書類に，所定の検定料を添えて

願い出なければならない。 

（入学者の選考） 

第15条 前条の入学志願者については，別に定める

ところにより選考を行う。 

（入学手続及び入学許可） 

第16条 前条の選考の結果に基づき，合格の通知を

受けた者は，所定の期日までに誓書その他所定の書

類を提出するとともに，所定の学納金を納付しなけ

ればならない。 

 2  学長は，前項の入学手続きを完了した者に入学を

許可する。 

 

   
第６章 休学，復学，転学，留学， 

退学及び再入学 

（休学等） 

第17条 休学，復学，転学，留学，退学及び再入学

については，本学学則を準用する。 
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第７章 賞 罰 

（表彰，懲戒） 

第18条 表彰及び懲戒については，本学学則を準用

する。 

 

   
第８章 検定料，学納金 

（検定料，学納金） 

第19条 本大学院入学検定料及び本大学院学納金は，

別表第 1 のとおりとする。 

 2  前項の規定にかかわらず，第 4 条の 2 に定める長

期履修学生の学納金は別表第 2 のとおりとする。 

第19条の 2  経済的理由によって学納金納付が困難で

あり，かつ学業が優秀と認めた場合又はその他やむ

を得ない事情があると認めた場合は，授業料・実験

実習費及び施設設備費の全部若しくは一部を免除し，

又は徴収を猶予することがある。 

第19条の 3  この学則に定めるもののほか，本大学院

入学検定料及び本大学院学納金の取扱いについては，

本学学則を準用する。 

 

   
第９章 外国人学生，特別聴講学生及び 

特別研究学生 

（外国人学生） 

第20条 外国人学生の入学については，別に定める。 

（特別聴講学生） 

第20条の 2  学術交流を協定している大学院各研究科

の学生で本学における授業科目の履修を希望する者

があるときは，各研究科の教育に支障がない限り，

選考の上，学長が特別聴講学生として許可すること

がある。 

 2  特別聴講学生に対する単位の認定については第 8
条及び第 9 条の規定を準用する。 

 3  特別聴講学生に関する規則は別に定める。 

（特別研究学生） 

第20条の 3  学術交流を協定している大学院各研究科

の学生で本学における研究指導を希望する者がある

ときは，各研究科の研究指導上支障のない限り，学

長が特別研究学生として許可することがある。 

 2  特別研究学生に関する規則は別に定める。 

 

   
第10章 学生，学期及び休業日 

（学年，学期及び休業日） 

第21条 学生は 4 月 1 日に始まり，翌年 3 月31日に終

わる。 

 2   1 学年を次の 2 学期に分ける。 

    前期  4 月 1 日から 9 月30日まで 

    後期 10月 1 日から翌年 3 月31日まで 

 3  前項の規定にかかわらず，学期の期間は，研究科

の事情により，研究科教授会の意見を聴いて，学長

が変更することができる。 

 4  定期休業日及び臨時休業日については，本学学則

を準用する。 

 

   
第11章 教員組織 

（教員組織） 

第22条 研究科における研究指導は，本学大学院担

当教授が行う。ただし，特別に必要がある場合は，

本学大学院担当准教授又は第23条に規定する研究

科教授会において定める者が研究指導を行うことが

できる。 

 2  授業は，本学大学院担当の教授，准教授及び講師

が担当する。 

（大学院研究科教授会） 

第23条 学校教育法第93条第 1 項に基づき，本大学院

各研究科に研究科教授会（以下「研究科教授会」と

いう。）を置く。 

 2  研究科教授会の人員構成は，各研究科規則で定め

る。 

 3  研究科教授会は，学校教育法第93条第 2 項に基づ

き，次の各号に掲げる事項について，学長が決定す

るに当たり意見を述べるものとする。 

 (1) 研究科学生の入学及び課程の修了に関するこ

と。 

 (2) 修士及び博士の学位の授与に関すること。 

 (3) 前二号に掲げるもののほか，教育研究に関す

る重要な事項で，研究科教授会の意見を聴くことが

必要なものとして，学長が定めるもの。 

 4  研究科教授会は，学校教育法第93条第 3 項に基づ

き，前項各号に規定するもののほか，学長及び研究

科長がつかさどる次の各号に掲げる事項について審

議し，及び学長又は研究科長の求めに応じて，意見

を述べることができるものとする。 

 (1) 研究科の教育課程の実施，単位の認定に係る

試験の実施及び授業科目の履修に関すること。 

 (2) 学校法人麻布獣医学園人事規則に定める任用

のうち，当該研究科の大学院教育職員の研究分野の

変更に関すること。 

 5  その他研究科教授会に関する事項は別に定める。 

 

   
第12章 雑  則 

（本学学則準用の場合の読替え） 

第24条 本学学則の準用については，学則第42条，

第43条，第44条，第47条及び第48条において教授

会とあるのは，研究科教授会と読替えるものとする。 

第25条 本学学則に定めるもののほか大学院に関する

必要な事項は，別に定める。 

（改廃） 

第26条 この学則の改廃は，各研究科教授会及び学長

の意見を聴いて，理事会が行う。 

   附 則 
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  1  この学則は，平成元年11月24日に改正し，平成   
2 年 4 月 1 日から施行する。 

  2  従前の大学における修業年限 4 年の獣医学を修

得する課程を卒業した者で，卒業後，獣医学に関

連する研究その他の業務に相当期間（おおむね  2 
年以上とする）従事した者について，大学院委員

会において，大学における修業年限 6 年の獣医学

を修得する課程を卒業した者と同等以上の学力が

あると認める場合においては，入学資格を認める。 

  3  平成元年及びそれ以前の博士課程入学者に係る

規則は，この規定の施行にかかわらず，なお従前

の規則による。 

   附 則 

  1  本学則は，平成 4 年 3 月12日に改正し，平成 5
年 4 月 1 日から施行する。 

  2  平成元年及びそれ以前の獣医学専攻の博士課程

入学者に係る規則は本学則の施行に係わらず，な

お従前の例による。 

   附 則 

  本学則は，平成 5 年 5 月26日に改正し，平成 6 年 
4 月 1 日から施行する。 

   附 則 

  本学則は，平成 6 年10月19日に改正し，平成 7 年   
4 月 1 日から施行する。 

   附 則 

  本学則は，平成 7 年 1 月25日に改正し，平成 7 年   
4 月 1 日から施行する。 

   附 則 

  本学則は，平成 7 年 5 月24日に改正し，平成 8 年   
4 月 1 日から施行する。 

   附 則 

  本学則は，平成10年 4 月22日に改正し，平成 9 年
10月 1 日から適用する。 

   附 則 

  本学則は，平成10年 9 月21日に改正し，平成10年

10月 1 日から施行する。 

   附 則 

  本学則は，平成11年 1 月27日に改正し，平成11年   
4 月 1 日から施行する。 

   附 則 

  本学則は，平成12年 2 月23日に改正し，平成12年   
4 月 1 日から施行する。 

   附 則 

  本学則は，平成13年 1 月29日に改正し，平成13年   
4 月 1 日から施行する。 

   附 則 

  本学則は，平成13年 3 月21日に改正し，平成13年   
4 月 1 日から施行する。 

   附 則 

  1  本学則の第 2 条，第 3 条，第 4 条，第 5 条，第   7 

条，第10条，第11条，第13条の規定及び別表（第

19条関係）は，平成14年12月19日に改正し，平成

15年 4 月 1 日から施行する。 

  2  本学則の第 9 条の 2 の規定は，平成15年 3 月 5 日
に改正し，平成15年 4 月 1 日から施行する。 

  3  前項は，平成15年度入学者から適用する。 

   附 則 

  この学則は，平成17年 6 月23日に改正し，平成17

年 4 月 1 日から適用する。 

   附 則 

  この学則は，平成17年12月21日に改正し，平成17

年 9 月 9 日から適用する。 

   附 則 

  この学則は，平成18年 3 月23日に改正し，平成18

年 4 月 1 日から施行する。 

   附 則 

  この学則は，平成18年12月20日に改正し，平成19

年 4 月 1 日から施行する。 

   ただし，第22条第 2 項に規定する講師について

は，平成22年 3 月31日をもって廃止する。 

   附 則 

  この学則は，平成19年 3 月20日に改正し，平成19

年 4 月 1 日から施行する。 

   附 則 

  この学則は，平成20年 3 月18日に改正し，同日か

ら施行する。 

   附 則 

  1  授業の担当を定めた第22条第 2 項に係る平成18

年12月20日改正の附則は，削除する。 

  2  この学則は，平成22年 3 月16日に改正し，平成

22年 4 月 1 日から施行する。 

   附 則 

  この学則は，平成23年 2 月24日に改正し，平成23

年 4 月 1 日から施行する。 

   附 則 

  この学則は，平成24年 5 月29日に改正し，同日か

ら施行する。 

   附 則 

  この学則は，平成25年 5 月28日に改正し，平成26

年 4 月 1 日から施行する。 

   附 則 

  この学則は，平成27年 3 月17日に改正し，平成27

年 4 月 1 日から施行する。 

   附 則 

  この学則は，平成27年10月23日に改正し，平成28

年 4 月 1 日から施行する。 

   附 則 

  この学則は，平成29年 3 月21日に改正し，平成29

年 4 月 1 日から施行する。 

   附 則 
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  この学則は，平成29年 3 月21日に改正し，平成29

年 4 月 1 日から施行する。 

   附 則 

  1  この規則は，平成28年 9 月27日に改正し，平成

29年 4 月 1 日から施行する。 

  2  第 7 条の 2 の規定にかかわらず，平成29年 3 月31

日までに麻布大学大学院に入学した者については，

従前の例によるものとする。 

   附 則 

（施行期日） 

  1  この学則は，平成28年 5 月26日に改正し，平成

28年 4 月 1 日から適用する。 

（経過措置） 

  2  この学則は，平成29年度入学者選抜試験から適

用する。 

   附 則 

  この学則は，平成29年  3 月22日に改正し，平成

29年 4 月 1 日から施行する。 

 

〔別表 1-1 〕(第19条第 1 項関係) 

 平成29年度以降入学に係る学納金 

 検定料，学納金         （単位 円） 

区分 

年度 

項目 

動物応用科学

専攻博士前期

課程 

獣医学専攻博

士課程動物応

用科学専攻博

士後期課程 

環境保健科学

専攻博士前期

課程 

環境保健科学

専攻博士後期

課程 

1 年次 

2 年次

以降 

1 年次 

2 年次

以降 

1 年次 

2 年次

以降 

1 年次 

2 年次

以降

検定料 30,000 ― 30,000 ― 30,000 ― 30,000 ―

学 
 

納 
 

金 

入
学
金 

250,000 ― 250,000 ― 250,000 ― 250,000 ―

授
業
料

600,000 600,000 600,000 600,000 600,000 600,000 600,000 600,000

実
験
�
実
習
費

230,000 230,000 230,000 230,000 230,000 230,000 230,000 230,000

施
設
設
備
費

150,000 ― 150,000 ― 150,000 ― 150,000 ―

計 

1,230,00

0 

830,000 

1,230,00

0 

830,000

1,230,00

0 

830,000 

1,230,00

0 

830,000

注) 

 1 施設設備費は本学を卒業した者に限り免除とする。 

 2 入学金は，入学年度のみ適用する。ただし，本学の博

士前期課程修了者が博士後期課程に入学した場合の入

学金は免除とする。 

 

    

 

〔別表 1-2 〕(第19条第 1 項関係) 

 平成28年度以降入学に係る学納金 

 検定料，学納金         （単位 円） 

区分

年度

項目

動物応用科学

専攻博士前期

課程 

獣医学専攻博

士課程動物応

用科学専攻博

士後期課程 

環境保健科学

専攻博士前期

課程 

環境保健科学

専攻博士後期

課程 

1 年次
2 年次

以降
1 年次

2 年次

以降 

1 年次 

2 年次

以降 

1 年次
2 年次

以降

検定料 30,000 ― 30,000 ― 30,000 ― 30,000 ―

学 
 

納 
 

金 

入
学
金 

250,000 ― 250,000 ― 250,000 ― 250,000 ―

授
業
料

600,000 600,000 600,000 600,000 600,000 600,000 600,000 600,000

実
験
�
実
習
費

230,000 230,000 230,000 230,000 230,000 230,000 230,000 230,000

施
設
設
備
費

150,000 ― 150,000 ― 150,000 ― 150,000 ―

計
1,230,00

0

830,000

1,230,00

0

830,000 

1,230,00

0 

830,000 

1,230,00

0

830,000

注) 

 1 施設設備費は本学を卒業した者に限り免除とする。 

 2 入学金は，入学年度のみ適用する。ただし，本学の博

士前期課程修了者が博士後期課程に入学した場合の入

学金は免除とする。 
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〔別表 2-1 〕(第19条第 2 項関係) 

 平成29年度以降入学に係る学納金 

 検定料，学納金         （単位 円） 

 
長期

履修

期間 

区分 
年度 

項目 

獣医学専攻博士課程 

1 年次 2 年次以降 

検定料 30,000 -

学
納
金 

5 

入 学 金 250,000 -

授 業 料 480,000 480,000

実 験 ・ 実 習 費 180,000 185,000

施 設 設 備 費 150,000 -

計 1,060,000 665,000

6 

入 学 金 250,000 -

授 業 料 400,000 400,000

実 験 ・ 実 習 費 170,000 150,000

施 設 設 備 費 150,000 -

計 970,000 550,000

7 

入 学 金 250,000 -

授 業 料 300,000 350,000

実 験 ・ 実 習 費 140,000 130,000

施 設 設 備 費 150,000 -

計 930,000 465,000

8 

入 学 金 250,000 -

授 業 料 300,000 300,000

実 験 ・ 実 習 費 115,000 115,000

施 設 設 備 費 150,000 -

計 815,000 415,000

 

 
長期

履修

期間 

区分 
年度 

項目 

動物応用科学専攻博士後期課程・

環境保健科学専攻博士後期課程 

1 年次 2 年次以降 

検定料 30,000 -

学
納
金 

4 

入 学 金 250,000 -

授 業 料 450,000 450,000

実 験 ・ 実 習 費 180,000 170,000

施 設 設 備 費 150,000 -

計 1,030,000 620,000

5 

入 学 金 250,000 -

授 業 料 360,000 360,000

実 験 ・ 実 習 費 150,000 135,000

施 設 設 備 費 150,000 -

計 890,000 500,000

6 

入 学 金 250,000 -

授 業 料 300,000 300,000

実 験 ・ 実 習 費 115,000 115,000

施 設 設 備 費 150,000 -

計 815,000 415,000

注) 

 1 施設設備費は本学を卒業した者に限り免除とする。 

 2 入学金は，入学年度のみ適用する。ただし，本学の博

士前期課程修了者が博士後期課程に入学した場合の入

学金は免除とする。 

 

〔別表 2-2 〕(第19条第 2 項関係) 

 平成28年度入学に係る学納金 

 検定料，学納金         （単位 円） 

 
長期

履修

期間

区分 
年度 

項目 

獣医学専攻博士課程 

1 年次 2 年次以降 

検定料 30,000 -

学
納
金 

5 

入 学 金 250,000 -

授 業 料 480,000 480,000

実 験 ・ 実 習 費 160,000 182,500

施 設 設 備 費 150,000 -

計 1,040,000 662,500

6 

入 学 金 250,000 -

授 業 料 400,000 400,000

実 験 ・ 実 習 費 150,000 148,000

施 設 設 備 費 150,000 -

計 950,000 548,000

7 

入 学 金 250,000 -

授 業 料 300,000 350,000

実 験 ・ 実 習 費 200,000 115,000

施 設 設 備 費 150,000 -

計 900,000 465,000

8 

入 学 金 250,000 -

授 業 料 300,000 300,000

実 験 ・ 実 習 費 100,000 

113,000

（※）

施 設 設 備 費 150,000 -

計 800,000 413,000

 

 
長期

履修

期間

区分 
年度 

項目 

動物応用科学専攻博士後期課程・

環境保健科学専攻博士後期課程 

1 年次 2 年次以降 

検定料 30,000 -

学
納
金 

4 

入 学 金 250,000 -

授 業 料 450,000 450,000

実 験 ・ 実 習 費 150,000 170,000

施 設 設 備 費 150,000 -

計 1,000,000 620,000

5 

入 学 金 250,000 -

授 業 料 360,000 360,000

実 験 ・ 実 習 費 120,000 135,000

施 設 設 備 費 150,000 -

計 880,000 495,000

6 

入 学 金 250,000 -

授 業 料 300,000 300,000

実 験 ・ 実 習 費 100,000 112,000

施 設 設 備 費 150,000 -

計 800,000 412,000

注) 

 1 施設設備費は本学を卒業した者に限り免除とする。 

 2 入学金は，入学年度のみ適用する。ただし，本学の博

士前期課程修了者が博士後期課程に入学した場合の入

学金は免除とする。 

 3 獣医学専攻博士課程の長期履修期間が 8 年の場合（※），

次年度以降の学納金のうち，平成29年度の実験・実習

費に限って112,000円とする。 
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〔別表 2-3 〕(第19条第 2 項関係) 

 平成27年度入学に係る学納金 

 学納金             （単位 円） 

 
長期

履修

期間 

区分 
年度 

項目 

獣医学専攻博士課程 

平成 29 年度以降 

学
納
金 

5 

入 学 金 （略） 

授 業 料 （略） 

実 験 ・ 実 習 費 （略） 

施 設 設 備 費 （略） 

計 （略） 

6 

入 学 金 -

授 業 料 400,000

実 験 ・ 実 習 費 145,000

施 設 設 備 費 -

計 545,000

7 

入 学 金 （略） 

授 業 料 （略） 

実 験 ・ 実 習 費 （略） 

施 設 設 備 費 （略） 

計 （略） 

8 

入 学 金 -

授 業 料 300,000

実 験 ・ 実 習 費 110,000

施 設 設 備 費 -

計 410,000

注) 

 1 施設設備費は本学を卒業した者に限り免除とする。 

 2 本学の博士前期課程修了者が博士後期課程に入学した

場合の入学金は免除とする。 

 

〔別表 2-3 〕(第19条第 2 項関係) 

 平成26年度入学に係る学納金 

 学納金             （単位 円） 

 
長期

履修

期間 

区分 
年度 

項目 

動物応用科学専攻博士後期課程・

環境保健科学専攻博士後期課程 
平成 29 年度以降 

学
納
金 

4 

入 学 金 （略） 

授 業 料 （略） 

実 験 ・ 実 習 費 （略） 

施 設 設 備 費 （略） 

計 （略） 

5 

入 学 金 （略） 

授 業 料 （略） 

実 験 ・ 実 習 費 （略） 

施 設 設 備 費 （略） 

計 （略） 

6 

入 学 金 -

授 業 料 300,000

実 験 ・ 実 習 費 105,000

施 設 設 備 費 -

計 405,000

注) 

 1 施設設備費は本学を卒業した者に限り免除とする。 

 2 本学の博士前期課程修了者が博士後期課程に入学した

場合の入学金は免除とする。 

 

 

 

 


